第3次日野市行財政改革大綱・集中改革プラン実施計画
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１. 保育園等の改革計画について

・
我が国の少子高齢化の流れは確実であるが、日野市では多摩平団地の建替や工場跡地の大規模マンション開発等が進められる中、若い子育て世代の転入が続き、増設・改修等によって保育園や学童クラブの定員増を行っても、なお待機児が増える傾向にある。
・かかる中、日野市は、都の推計とは別の独自調査に基づく「新子ども人口推計」を実施、当面の子ども人口の正確な動態推計を行った。その結果、保育園等改革計画の中の「たまだいら保育園、たかはた保育園、とよだ保育園の民営化及び指定管理者制度の導入」については、先送りせざるを得なくなったとのことである。当懇談会としては、待機児解消を図るためのやむを得ない措置としてこれを了承するが、長期的なスパンで見れば、日野市といえども少子化の流れは押し止めようがない。公立保育園の民営化・指定管理者制度への移行は、基本方針としてこれを堅持し、引き続き取り組みを進められたい。
・懸案となっている幼保一元化の取り組みについては、市の方針どおり「保育所型」を基本に推進されたい。
・平成20年度に指定管理者移行を予定していた学童クラブ9施設についても、放課後子どもプラン「ひのっち」との関係を整理するため、当面これを見送るとのことである。当懇談会としては、学童クラブの今後のあり方については、指定管理者移行の前に、以下の点を検討されるよう改めて提言したい。

①日野市は「希望者全員入所」の原則を掲げて学童クラブを運営してきたが、昨今の利用者増に施設が追いつかず、早晩、対応に限界が見えてくる可能性が高い。ここは視点を切り替え、「ひのっち」の学童クラブ化を図ることも、有効な手法のひとつではないか。
②費用対効果の観点から、指定管理者への移行だけでなく、学童クラブ運営職員の嘱託職員化という手法も視野に入れて、取り組まれてはどうか。
③公立の学童クラブは、今でも午後5時までの預かりとなっている。育成時間の延長を図る必要があるのではないか。
・児童館は今後、基幹型児童館5館と地域型児童館5館に区分し、基幹型児童館は「市の子育て行政の中心」としていく考えとのことであるが、当該取り組みを着実に進められたい。また「たまだいら児童館」と「みなみだいら児童館」に続く2つの地域型児童館（「みさわ児童館」と「しんめい児童館」）の指定管理者制度への移行は、時期が若干後ろにずれ込むとのことであるが、条件を整え、早急に移行を図られたい。
・なお、当懇談会は、日野市がこの間、標記の保育園等改革計画の中で進めてきた以下の事業を評価する。

①子ども家庭支援センターと保育園・児童館による｢子育て相談」事業

②保育園・学童クラブの「気になる子」支援を目的とした｢そだちあい」事業

③保育園の延長保育及び障害児・病後児保育の拡充事業

④民間による認可及び認証保育所の増設事業

・日野市は「子育てしやすいまち日本一」を標榜している自治体である。限られた財源を重点的に配分し、子育て施策を効果的に展開されるよう期待したい。

２. 民間委託・指定管理者導入等の計画について
・高齢化とともに年金・医療・福祉等の社会保障費は増大し、社会の成熟化とともに市民ニーズはますます複雑化かつ多様化しているが、一方、これらを支える財源は少子化のもとで先細りが懸念されている。「公共のあり方」を再定義し「民間に委ねられるものは民間に委ねる」という取り組みが求められている。
・かかる中、日野市は、平成18年度に大成荘ほか15施設に指定管理者制度を導入（年間節減額約1,800万円）、平成19年度も2児童館・11市民農園に同制度の導入を行った（職員2人削減等、年間節減額約2,400万円）。さらに平成20年度には、市内76の全ての地区センターに指定管理者制度を導入することを決定している。
・平成19年度には、ごみ焼却施設運転管理業務の民間委託も行い（職員20人削減等、年間節減額約5,200万円）、平成20年度には、懸案であった特別養護老人ホーム「浅川苑」及び「浅川苑サービスセンター」の民間移譲も決定されている。
・学校給食の分野でも、平成17年度までに市内8つの全中学校で、また平成18年度から平成19年度にかけて18小学校中の5校で民間委託が完了、さらに平成20年度に1校の前倒しでの民間委託を決定している（中学校35人・小学校27人の職員削減等、平成20年度の年間節減額約2億5,200万円）。
・当懇談会としては、民間委託や指定管理者制度の導入によって生み出された職員（特に現業職）を他の必要な職場に適切に再配置するとともに、当該民間委託等による経費節減額が直接的な効果額として見えるような取り組みをお願いしたい。また、民間委託等に当たっては、精密な仕様書の作成に努めるとともに、当該委託等業務が適切かつ円滑に遂行され、決して質の低下が生じることのないよう十分に管理されたい。
・いずれにしても民間委託や指定管理者制度の導入については、引き続き第3次行革実施計画に沿って着実に推進されたい。
３. 病院経営の健全化について
・市立病院の経営健全化は、日野市にとって喫緊の課題であり、当懇談会でも多くの時間を割いて議論を重ねてきた。公立病院の経営悪化の根本原因は、医師研修制度や看護師配置基準の見直し等を図った国の医療制度改革にあると考えているが、だからと言って手を尽くさない訳にはいかない。特に公立病院は、国が平成19年12月に示した「公立病院改革ガイドライン」にそったプランを平成20年度中に策定し、「経常収支比率」「職員給与費比率」「病床利用率」等の経営指標を中心に、3年間で改善を図る必要がある。
・市立病院では、平成19年7月に慶応大学から着任した新院長のもと、医師等の確保に向けた働きかけのほか、看護師確保のための24時間保育の実施、さらには医療従事職全体の給与体系の見直し等を行い、病床利用率85％達成を目標に経営改善の努力をしてきた。当懇談会は、かかる取り組みを評価するとともに、平成20年度に「公立病院改革ガイドライン」をふまえて策定を予定している第4次経営健全化計画に、ぜひ以下の項目を盛り込まれるよう要望したい。

①医師・看護師の確保（内科、整形外科、外科等の診療科を中心に）

②病院全体の達成目標値の設定

③診療科別収益率の向上

④救急科の新設、及び救急・災害・高度医療の充実

⑤かかりつけ医制度の充実と紹介率のアップ（「病診連携」のしくみづくり）

⑥近隣市の大規模病院（特に慶応病院系列）との連携強化(「病病連携」のしくみづくり)

⑦病床利用率のアップ

⑧診療科目の見直し

・
国は、昨年6月に制定した「地方公共団体における財政健全化に関する法律（地方自治体財政健全化法）」に基づく取り組みも求めている。市立病院の経営健全化は、この点においても重要な課題である。「病診連携」の考え方をふまえ、軽度の風邪や発熱などの場合は、市立病院ではなく最寄りの診療機関を利用するよう、市民にも協力を求めていく必要がある。このような取り組みを行うことで市立病院の経営改善が図られ、その安定的な存続も可能になる。市民に市立病院の現状を周知し、積極的に協力を求める働きかけを行われたい。
・市立病院では、平成20年4月から医師の補充がなされるとの話であるが、その一方で、退職等による小児科医の不足も懸念されている。公立病院の責務を果たす意味においても、小児科医や産婦人科医の確保等に努め、当該診療科目を引き続き設置できるよう努力をお願いしたい。

・いずれにしても、市立病院が地域の中核的な病院として市民に信頼され、選ばれる病院となるよう切望してやまない。
４. 職員定数管理の適正化について
・市は、平成22年4月1日までに150人の職員を純減させる目標を設定、指定管理者の導入や民間委託化、正規職員の嘱託職員化等により、平成19年4月1日現在、所期の数値目標を上回る95人の職員削減を達成した。その一方で、子育てや高齢者向けの施策の充実を求める市民の声も年を追って高まりを見せており、ただ単に職員削減を進めればよいということでもない。こうした新たなニーズに対応する意味でも、専門的なスキルやノウハウをもった職員の「任期付採用」を検討すべき時期がきているのではないか。
・給与水準の適正化では、人事院及び東京都人事委員会の勧告に基づいて適正な改定を行うとともに、職務職階に応じた体系の確立、係長職手当や特殊勤務手当の廃止を含む手当制度の抜本的な見直し等々を図り、平成10年度に全国5位であったラスパイレス指数も今日では100位以下となった。当懇談会としては、市がかかる水準まで給与の適正化を図ったことに一定の評価を与えたい。
・なお、第3次行革実施計画が達成目標として掲げる人件費比率20％については、当該比率が分母の予算規模によって上下することは理解しているが、その達成に向けた取り組みを進められるよう改めて要望したい。

・分権化が進んで自治体間競争が現実のものとなっており、職員の能力や意欲を向上させ、組織全体のレベルアップを図る必要性が高まっている。当懇談会としては、策定済みの「人材育成基本方針」や「新入職員育成計画」、今後策定を予定している「人材育成基本計画」等に基づき、改革に向けた情熱と進取の気性に富んだ、自主・自律型の人材育成に積極的に努められるよう、強く要望したい。
	


５. おわりに
・日野市が、平成20年度に高齢者慶祝事業の抜本的な見直しを行い、生み出した財源を健康施策の拡充等に有効活用する予定であること、また多額の超過負担を余儀なくされてきた特別養護老人ホーム「浅川苑」及び「浅川苑サービスセンター」を民間移譲する英断を下したことは、当懇談会として改めて評価したい。
・市税は、地方財政の根幹をなすものである。徴収率の向上については、第3次行革実施計画に掲げた目標数値の達成を目指し、引き続き努力されたい。特に滞納分については、現年度分・過年度分を問わず、税負担の公平性の観点から積極的かつ継続的に納税交渉を行い、徴収率のもう一段の改善に向けて努力されたい。
・市は現時点において、自治体財政健全化法の求める「実質赤字比率」｢連結実質赤字比率｣「実質公債費比率」の3つのフロー指標はクリアできているとのことである。ストック指標である「将来負担比率」もクリアできるよう、しっかりと対応されたい。
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